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　本発表では、公衆衛生学・疫学の見地から、傷害予防に
おけるEvidence-Based Policy Making（EBPM）の重要性、
特に介入を評価する重要性について考察する。近年、傷
害予防やEBPMへの関心が高まっている。しかし、介入
の評価が十分に行われず、現実世界での効果が不明なま
まになっているものも多い。傷害予防のアプローチとして、
3つのE、すなわち、Educat ion（教育）、Enforcement
（法律や規制の施行、取締りの実施）、Eng ineer ing
（製品や物理的環境の改変）が知られている。これらに
関する理論に基づいて介入を実施することは重要だが、
それで現実世界で傷害を予防できるとは限らないので、
介入 の 効 果 を 評 価 する 必 要 が あ る 。評 価 は
Plan-Do-Check-Act（PDCA）サイクルのCheckに当た
り、Planの段階からCheckを計画することが望ましい。
効果を評価する際に特に大切なのは、評価指標と研究
デザインである。評価指標は、傷害予防の介入であれば、
傷害やそれに直結する事象（例：交通事故、火災、転
倒・転落）といったアウトカムの発生頻度や率が最適だ
が、発生が比較的稀な傷害だと十分なサンプルサイズの
データを集めるのが困難なこともあるので、知識・態度・
行動（例：ミニトマトは子どもの窒息の原因になり得る、
自動車のチャイルドシートを使うことに関心がある、乳児
をうつ伏せで寝せない）の変化といったプロセスが用い
られることもある。研究デザインを大別すると介入研究
と観察研究があり、介入の有効性に関する因果関係を最
も明確にできるのは介入研究の一種である無作為化比
較試験である。しかしこれは実施が困難なことがあり、
次善策である非無作為化試験や観察研究が実施される
ことも多い。これらの研究デザインは、強固な因果関係
を立証するのには不向きだが、既存のサーベイランスデ
ータなどを活用して比較的安価かつ短期間に実施できる
ことがあり、現実世界で傷害を予防するのに有用な知見
を得る有力な手段となりうる。最後に、EBPMの良好事
例を紹介する。
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　近年、子どもの傷害予防の分野においても、「Equity
（公平性）」という考え方の重要性が再確認されはじめ
ている。公衆衛生の分野における公平性とは、社会的、
経済的、人口統計学的、地理的に決められた集団の間に、
不平等で回避可能、もしくは是正できる差がないことと
定義されている。子どもの傷害予防当てはめて公平性を
考えてみると、人のグルーピングに寄らず、すべての子ど
もに安全な環境が確保されている状態と言える。欧米の
ように、多種多様な人種が生活している国では、「公平性
に差がある」という状態を人種間の差で語ることが多い
が、傷害予防の分野において、我が国における差は、従
来のデモグラフィックな視点だけではなく、個人の考え方
や生活スタイルといった、ミクロなレベルによる差に焦点
を当てる必要があることが分かってきた。例えば、ベラン
ダや窓からの転落を防止するための補助錠の設置は、設
置の必要性の認識、補助錠の選定、購入、設置など、安
全行動達成までのプロセスにおいて、「一人ではベランダ
に出さないようにしているから設置する必要がない」
「（必要性は分かっていても）どれを買ってよいか分から
ない」「設置するのが面倒」など、個人が直面するバリア
に大きな差があり、その差を解消するための環境をどう
整備するかが重要である。本発表では、これらの差をな
くすため、人工知能を活用して実施しているオンライン
家庭訪問を紹介する。また、NPO法人Safe Kids Japan
が取り組む子どものベランダ・窓からの転落防止のため
の活動について述べ、公正性を実現するための教育支援
の在り方について議論する。
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　子どもの事故による傷害は、子どもにとって大きな健康問
題である。しかし、事故の課題を把握したり、対策を検討し
たりするために必要なデータが十分に整備されている、とは
言い難い状況である。例えば、子どもがベビーベッドから転
落する事故は以前から起きているが、日本全国で1年間に何
件の事故が起き、そのうち何割が重症事故かを把握するこ
とはできていない。そのため、PSCマークの対象製品となっ
たことによって、事故がどれだけ減ったのかを検証すること
ができない。事故の課題を把握可能なデータとしては、東京
消防庁の救急搬送データ、消費者庁の事故情報データバン
クシステム、日本スポーツ振興センターの災害共済給付デー
タなどが存在するが、傷害予防のために収集されたデータ
ではなかったり、限定された条件下でのデータであるなど
の理由で、網羅性や詳細情報が不足している。例えば、転
落事故があった場合に、転落高さや転落後に衝突した場所
の材質などは、原因究明や予防策の検討に必要な情報であ
るが、これらの情報は含まれていない。また、子どもの行動
特性に関するデータや傷害に関する知見も不足していたり、
様々な場所に点在していたりする。例えば、子どもが年齢や
発達段階ごとに、どのような条件であればよじ登ることがで
きるのかが分かれば、よじ登ることができない条件を満た
すように製品を開発することができる。同様に、製品・環境
の材質や形状と、傷害リスクの関係の知見があれば、重症
にならないように形状や材質を検討して設計する、といった
ことが可能となる。これらのデータや知見は、例えば、子ど
もの行動特性に関してであれば、認知心理学分野や建築学
分野での知見があったり、形状や材質と衝撃吸収性能の知
見は高齢者の転倒に関する分野での知見があるなど、様々
な分野に存在していたりするが、分野が異なっていたりする
ため、統合して扱うことが難しい。
　このように傷害予防にとって必要なデータや知見が不足
していることで、安全な製品や環境作りが進まず、注意喚起
や保護者の見守りに委ねられてしまい、結果的に予防が進
まないという課題がある。この講演では、データに基づく傷
害予防の必要性・重要性について紹介し、データや知識を
共有可能なプラットフォームの構想について述べる。
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【はじめに】
東京都は、子供が成長に応じて様々なことに好奇心を持ち、
思い切りチャレンジできるように、事故が起きにくい環境づ
くりを進めています。その推進に当たっては、保護者等によ
る見守りを中心とした、これまでの子供の事故防止の考え
方に加え、子供の成長や行動に合わせて「危ないところを
変える」という事故予防の考え方にも基軸を置き、子供が
事故に遭うリスクを減らすことに取り組むこととしています。
【背景】
東京都において、０歳から５歳までの乳幼児が日常生活
のケガや事故で救急搬送される件数は、毎年８千件以上
です。これまで、子供のケガや事故の対策は、保護者等
による見守りを中心に考えられてきました。しかし、先行
研究においては、子供が転倒するまでの時間は、わすが
0.5秒程度という結果となっており、また都の実験におい
ても、３歳で７０ｃｍの高さまで、手がかりがなくともよじ
登れることが分かりました。目を離した一瞬で、子供は
家具によじ登り、転倒に気がついて手を差し出したとし
ても、間に合わない可能性が高いことになります。こうし
た現状や調査結果を踏まえ、子供の不慮の事故を減らす
ためには、子供を取り巻く環境自体を改善するアプロー
チに取り組むことが一層求められます。
【東京都の施策】
東京都では"「目を離さない」の前にできること"を合言葉
に、事故予防に取り組んでいます。子供政策連携室は、
社会全体で事故予防に取り組む仕組みをつくっていくた
め、次の3つの取組を行っています。
一つ目は、エビデンスに基づく事故予防策の開発・実践
です。子供の事故事例データを収集・分析するとともに、
AI等の最新技術により子供の行動特性について解析を
行うなど、科学的な手法に基づいて、効果的な予防策を
検討・開発しています。
二つ目は、年齢層別の事故予防ハンドブックの制作です。
福祉、消防、教育等の各分野における、子供の事故予防
の広報を取りまとめ、子供目線や専門家の視点を加えた
デジタルハンドブックを制作し、普及啓発しています。
三つ目は、事故情報を集めたデータベースの構築です。
子供に関わる全ての人が利活用できるように、子供の事
故情報を集約したデータベースを構築します。関係機関
と連携を図りながら、取組を進めています。
引き続き、エビデンスに基づいた事故予防策を展開し、
子供にとって安全な環境づくりを進めていきます。
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